
（単位：円）

内容 実績

1

価格高騰重点支

援給付金給付事

業【低所得者世

帯給付金】

　新型コロナウイルス感染症やエネルギー・食

料品等の物価高騰の影響を踏まえ、特に家計の

負担増が大きい低所得世帯（住民税非課税世

帯、家計急変世帯）に、１世帯当たり３万円の

重点支援給付金を支給する。

福祉政策課

④-Ⅳ．コ

ロナ禍にお

いて物価高

騰等に直面

する生活困

窮者等への

支援

R5.5 R5.12 249,818,730 249,803,730

本給付金の対

象世帯の９

５％以上に給

付金を支給す

る。

達成

　新型コロナウイルス感染症やエネルギー・食料品等の物価高騰の影響

を踏まえ、特に家計の負担増が大きい低所得世帯（住民税非課税世帯、

家計急変世帯）に、１世帯当たり３万円の重点支援給付金を支給し、家

計の負担を軽減した。

【給付件数】　7,914件

【対象世帯】　8,264件

【給付割合】　95.8%

2

水道基本料金減

免事業（玉野市

水道事業会計繰

出）

　新型コロナウイルス感染症やエネルギー・食

料品等価格高騰に伴う経費増加の影響を受けて

いる市民・市内事業者を支援するため、水道基

本料金を減免する。※公共施設を除く

水道課

④-Ⅳ．コ

ロナ禍にお

いて物価高

騰等に直面

する生活困

窮者等への

支援

R5.10 R6.1 96,952,592 90,694,000

エネルギー価

格、物価高騰

の影響を受け

る市民・市内

事業者の家計

負担を軽減す

る。

達成

　コロナ禍において物価高騰対策として、水道料金のうち基本料金２期

分相当額を減免することにより、市民生活の負担軽減や経済活動を支援

することができた。

【期間】令和5年11月検針分～令和6年1月検針分

【減免額】家事用　3,300円、営業用　4,136円、工業用　4,576円

【減免件数】54,379件

3

燃料・電力価格

高騰対策支援事

業

　新型コロナウイルス感染症や燃料価格・電力

価格の高騰に伴う経費増加の影響を受けている

中小企業者、小規模事業者に対し支援金を交付

することで、事業継続を支援し、市内産業の下

支えとする。

商工観光課

④-Ⅲ．新

たな価格体

系への適応

の円滑化に

向けた中小

企業対策等

R5.7 R6.2 65,660,364 61,423,000

エネルギー価

格、物価高騰

の影響を受け

る市内の中小

企業者・小規

模事業者計

1,200者の事業

継続を支援す

る。

未達成

　目標に対し、申請1,113件、交付1,085件と未達となったものの、支援

を必要とする企業に概ね届けることができた。

　なお、申請件数と交付件数の差は、事業所得等の条件を満たさなかっ

たり（9件）、市税滞納（13件）、書類不足（2件）、重複申請（4件）

等、交付対象とならない申請の数。

4
商業振興対策事

業

　新型コロナウイルス感染症や燃料価格・電力

価格の高騰に伴う経費増加の影響を受けている

商業者や市民を支援するため、電子マネーを活

用した消費還元キャンペーンを実施する。

商工観光課

④-Ⅲ．新

たな価格体

系への適応

の円滑化に

向けた中小

企業対策等

R5.7 R6.2 10,929,229 10,224,000

地元地域密着

型の商業者を

支援するた

め、1000万円

分の消費還元

を行う。

達成

　地域電子マネー「マリンペイ」を活用したポイント付与やスタンプラ

リーを実施。消費者への還元を実現したほか、マリンカードの会員数・

加盟店数とも増加し、地元消費活性化を促進した。

①買物ポイント・チャージボーナス付与：9,618,676円

②スタンプラリー　　　　　　　　　　：400,800円

③ポイント交換特典　　　　　　　　　：98,800円

5

学校給食会運営

補助事業（給食

費補助）

　新型コロナウイルス感染症やエネルギー・食

料品等価格高騰に伴う経費増加の影響を受けて

いる子育て世代の経済的負担を軽減するため、

学校給食費の値上げ相当額30円分を補助する。

学校教育課

④-Ⅳ．コ

ロナ禍にお

いて物価高

騰等に直面

する生活困

窮者等への

支援

R5.4 R6.3 15,741,495 14,726,000

エネルギー価

格、物価高騰

の影響を受け

る保護者の家

計負担を軽減

する。

達成

　新型コロナウイルス感染症やエネルギー・食料品等価格高騰に伴う経

費増加の影響を受けている子育て世代に対し、学校給食費の値上げ相当

額30円分を補助することにより経済的負担を軽減することができた。

6
消費活性化事業

（重点交付金）

　新型コロナウイルス感染症拡大に伴う物価高

騰（買い控え）の影響を受ける事業者及び生活

者等を支援するため、PayPayによる還元キャ

ンペーンを行う。

商工観光課

④-Ⅳ．コ

ロナ禍にお

いて物価高

騰等に直面

する生活困

窮者等への

支援

R4.9 R5.10 51,587,150 51,587,150
還元額

70,000,000円
未達成

　キャッシュレス決済ポイント付与キャンペーンを実施し、48,303,304

円分のポイントを付与し、消費者に還元した。キャンペーンに参加した

店舗へのアンケートでは、57％が売上が増えたと回答している。

合計 490,689,560 478,457,880

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用した事業の内容と効果（令和５年度）

うち、

臨時交付金

No. 事業の名称 事業の概要 担当課 分野
事業

始期

事業

終期
総事業費

成果目標
事業内容と成果


